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2016 年 7 月 4 日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は前週末の英国民投票の結果を受けた急落の後、リバウンドの動きとなった。英国のEU離

脱に伴う今後の世界経済への影響は未知数だが、金融システムへの過度な不安は後退した。円高を背景に輸

出関連の戻りが鈍い一方、内需系企業や中小型成長株が物色された。米国市場も大幅安の後、リバウンドと

なった。過度な警戒感の後退に加え、追加利上げの先送り観測が強まった。為替市場でドル円は前週の 1 ドル

100 円の大台割れから反転し、102 円前後で揉み合いとなった。ユーロ円も前週の 1 ユーロ 110 円割れをボト

ムに 114 円台半ばまで切り返した。 

今週の東京市場は、戻り一巡感から一進一退の動きとなろう。英国と EU の交渉は長期化が予想され、上値

を抑えるものの、参院選を控えた政策期待や日本株の出遅れ感から、下値も限定的とみられる。引き続き輸出

関連の上値は重いものの、好業績の内需系企業や成長期待の高い中小型株などが物色されよう。米国市場

は英国の EU 離脱問題が重石となるほか、主要経済指標の発表を控えて、様子見気分の強い展開が予想され

る。為替市場でドル円は、リスク回避姿勢はやや後退するものの、米追加利上げの先送り観測から、円の下値

も限られ、1 ドル 103 円前後の動きとなろう。ユーロ円は、ユーロが幾分買い戻され、1 ユーロ 115 円台をうかが

う展開となろう。 

今週、国内では 4 日(月)に 6 月のマネタリーベース、7 日(木)に 5 月の景気動向指数、8 日(金)に 5 月の毎月

勤労統計、6 月の景気ウォッチャー調査が発表されるほか、7 日に日銀支店長会議が開催され、さくらレポート

が公表される。また、8 日は 7 月限オプション SQ 算出日、10 日(日)は参院選の投開票日となる。一方、海外で

は 6 日(水)に 5 月の米貿易収支、8 日に 6 月の米雇用統計が発表される。 

テクニカル面で日経平均は 24 日、2 月 12 日安値(ザラバベース：14865 円)とほぼ同水準（14864 円）で下げ

止まり、先週は 6 月 24 日の下落幅の約 60％を戻した。ダブルボトムとなるためには 4 月 25 日高値(17613 円)

を上回る必要があるが、ひとまずは 5 週移動平均線(15895 円：1 日現在)や週足一目均衡表の転換線(16093

円：同)が戻りめどとなろう。一方、下値めどは 24 日安値となろう。 (大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆6 月 23 日終値を上回っている取組良好な主な好業績銘柄群 

日経平均は先週 5 営業日続伸し週間で 730 円上昇したものの、急落前 6 月 23 日の終値との比較では依然

3.4％下位の水準にある。反面、個別銘柄では急落前の株価を上回る銘柄が多数存在しており、業績好調で、

取組良好、テクニカル的にも好位置にある銘柄も散見され、注目したい。 （野坂 晃一） 

 

投資のヒント 
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カヤック(3904･東 M)  

16/12 期第 1 四半期(1‐3 月)業績は売上高が前年

同期比 41.5％増の 11.43 億円、営業利益が同 22.8％

増の 1.23 億円となった。クライアントワークは VR(仮

想現実)技術を活かしたコンテンツ制作などが伸び、

同 44.5％増収となった。ソーシャルゲームは『ぼくら

の甲子園』シリーズが好調で同 22.8％の増収となっ

た。スマホゲーム向けのコミュニティを運営する Lobi

はプレミアムサービスの開始などにより、同 61.6％増

収と好調だった。16/12 通期業績は売上高が前期比

37.6％増の51.0億円、営業利益が同31.1％増の5.15

億円を計画している。業績進捗率は 23％程度で、新

規ゲームタイトルのリリースや Lobi の伸びによる業

績寄与は下期となる見通しだが、今後もVR技術を活

かしたプロモーションやゲーム制作支援など成長分

野での活躍が期待できよう。なお、同社は 7 月 1 日付

で 1 株を 2 株に分割した。（大谷 正之） 

 

いすゞ自動車(7202･東 1)  

16/3 期業績は売上高が前年比 2.5％増の 1 兆

9269 億円、営業利益が同 0.3％増の 1715.5 億円とな

った。国内販売台数は同 3.1％減の 70,529 台、海外

は新興国や資源国で減少したものの、北米が好調で

同 0.2％減の 437,567 台となった。売上高は国内が同

1.7％増、海外が 3.0％増と車種構成の変化による車

両売上高の増加が寄与した。利益面では成長戦略

関連費用が増加したものの、コストダウンなどで採算

改善が進んだ。17/3期は売上高が前期比3.5％減の

1 兆 8600 億円、営業利益が同 2.0％増の 1750 億円

を計画している。為替前提は 1 ドル 110 円で、1 円の

円高は 6 億円の営業減益要因となる。会社側では円

高の影響を営業利益ベースで 170 億円織り込んでい

るが、足元の状況ではさらに上回りそうだ。しかし、

減少が続いていたタイのマーケットに回復の兆しが

見られるほか、世界的な排ガス規制強化の流れに加

え、国内では補正予算に伴うインフラ投資拡大でトラ

ック需要の回復が期待される。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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サンドラッグ(9989･東 1)  

ドラッグストアと調剤薬局を全国展開しているほか、

西日本を中心にディスカウントストアも運営している。

店舗数は 16 年3 月末でドラッグストアが 806 店(調剤

薬局含む)、ディスカウントストア221店の計1027店。

16/3期業績は売上高が前年比13.0％増の5037.7億

円、営業利益が同27.4％増の330.2億円となった。積

極的な新規出店(66 店、スクラップ&ビルド 8 店)に加

え、店舗改装(81 店)や閉店(15 店、FC 解除 3 店)など

で活性化を図った。また、PB 商品の開発や、物流拠

点の効率化などにより、収益性改善に努めた。17/3

期は売上高が前期比7.6％増の 5420.0 億円、営業利

益が同 8.2％増の 357.2 億円を見込む。新規出店は

87 店を計画、スクラップ&ビルドも推進する。なお、年

間配当は前期の 85 円(前年比 25 円増配)から、さら

に 5 円増配し、90 円とする計画。（大谷 正之） 

 

その他 
  
 
ソニー（6758） 
6 月末に開催した経営方針説明会では、中期経営計画の基本戦略や数値目標（18/3 期の営業利益 5000 億円、
ROE10％以上）を据え置いたものの、分野別の数値目標を変更した。ゲーム＆ネットワークサービス分野が成
長を牽引する最大のドライバーと位置付け、売上、営業利益の目標を引き上げた。「プレイステーション 4」の
世界累計実売台数が 5 月に 4000 万台を超え、10 月にはプレイステーションヴィーアール（仮想現実端末）の発
売を予定している他、ネットワークサービスの売上も大幅に伸びている。 
 
西松建設（1820） 
今期会社計画の営業利益は前年比 1.9％増の 165 億円を見込むが、完成工事総利益率の上昇や完成工事高
の増加などが期待されるため、保守的に見える。 
 
ドンキホーテＨＤ（7532） 
消費者の低価格志向が強まっていると思われる中、「ディスカウント力」を強化推進する同社に引き続き注目し
たい。5 月の既存店売上高は前年比 1.3％増とプラスを確保、15 年 7-16 年 5 月までの累計既存店売上高も前
年比 4.7％増と会社計画の同 3.7％増を上回っている。16/6 期は積極的な新規出店による経費増を吸収して 27
期連続の営業増益が見込まれよう。 
 
アスクル（2678） 
17/5 期の会社計画が先行投資等で保守的に見える可能性はある（決算発表日は 7 月 5 日予定）が、「ＬＯＨＡ
ＣＯ」の中期的な成長性に期待。 
 
今年の夏は猛暑が予想されることからエアコンの販売増が期待される他、オリンピックの開催でテレビの特需も
見込めそうで、ケーズホールディングス（8282）やヤマダ電機（9831）などの家電量販店に注目する。 

                     （増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

７月４日（月） 

６月マネタリーベース（８：５０、日銀） 

６月日銀短観「企業物価見通し」（８：５０） 

７月５日（火） 

６月景気動向調査（１３：３０、帝国データ） 

７月６日（水）  

６月、１６年上期車名別新車販売台数（１１：００、自販連） 

７月７日（木） 

日銀支店長会議、黒田総裁あいさつ 

さくらレポート 

５月景気動向指数（１４：００、内閣府） 

７月８日（金） 

オプション取引ＳＱ算出日 

５月国際収支（８：５０、財務省） 

５月毎月勤労統計（９：００、厚労省） 

６月景気ウォッチャー調査（内閣府） 

６月、１６年上半期企業倒産（帝国データ・商工リサーチ） 

７月１０日（日） 

第２４回参議院議員選挙投開票 

 

＜国内決算＞ 

７月４日（月） 

15:00～  <2Q>キユーピー<2809> 

時間未定 <1Q>わらべや<2918> 

７月５日（火） 

時間未定 アスクル<2678>、ハニーズ<2792> 

７月６日（水）  

15:00～  <1Q>ＡＢＣマート<2670> 

<2Q>不二越<6474> 

時間未定 <1Q>ＣＶＳベイ<2687>、ウエルシアＨＤ<3141>、イオンファン<4343>、イオン<8267>、 

イオンモール<8905> 

７月７日（木） 

15:00～  <1Q>乃村工芸<9716> 

時間未定 <1Q>７＆ｉ ＨＤ<3382>、リンガーハット<8200> 

<2Q>ＯＳＧ<6136> 

７月８日（金） 

15:00～  <1Q>久光薬<4530> 

時間未定 <1Q>ファミリーマート<8028> 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

７月４日（月） 

休場  米（独立記念日）、インドネシア（断食明け大祭） 

７月５日（火） 

米  ５月製造業出荷・在庫・受注 

休場  インドネシア、トルコ（断食明け大祭） 

７月６日（水）  

米  ５月貿易収支 

米  ６月ＩＳＭ非製造業景況指数 

６月１４・１５日のＦＯＭＣ議事要旨 

休場  シンガポール、マレーシア、インドネシア、インド、トルコ、パキスタン（断食明け大祭） 

７月７日（木） 

米  ６月ＡＤＰ全米雇用報告 

休場  マレーシア、インドネシア、トルコ、パキスタン（断食明け大祭） 

７月８日（金） 

米  ６月雇用統計 

米  ５月消費者信用残高 

休場  インドネシア、パキスタン（断食明け大祭）、ブラジル（サンパウロ州革命記念日） 

７月９日（土） 

Ｇ２０貿易相会合（１０日まで、上海） 

７月１０日（日） 

中  ６月消費者物価・卸売物価 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

７月６日（水）  

ウォルグリーン  

７月７日（木） 

ペプシコ 

 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420%（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につき

540 円（税込）、1 取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1 取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料をご

負担いただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の委

託手数料をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追

加手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1 取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2 複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用

を加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960%(税込)の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価

のみをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じ

て当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引

においては建玉金額の 30%以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30%以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこと

ができることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株

式の場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の

損失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等

書面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料

のご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもの

ではありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに

当社の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変

更することがあります。 

2016 年 7 月 1 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2016 年 7 月 1 日 


